
＜様式１＞

28 年 9 月 30 日

【PLAN（計画）】

～

無

【DO（実施）】

※財源内訳中の「その他」には、保険料・寄付金・基金・利用料等の収入を記入しています。
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担い手育成支援事業

部局名

大村市担い手育成総合支援協議会に対し、下記の事業内容の一部を補助する。
（事業内容）
・経営能力向上セミナーの開催
・経営改善計画の審査会等の実施
農業法人経営体育成推進事業費補助金
（事業内容）
・荒瀬集落営農組合の法人化に対しての補助
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農業の担い手不足が深刻化する中、大村市担い手育成総合支援協議会の活動により、意欲と能力のある認定農
業者を育成、確保するとともに、集落営農組織化への推進を図る。
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田原　幸四郎 内線
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＜様式１＞

【CHECK（評価）】

※事業類型が１～３に該当する事業については妥当性及び有効性の評価は記入しておりません。

【ACTION（改善・改革】

意
見
等

内
容

※１次評価は事業担当課長等、２次評価は２次評価委員会によって行われます。

２
次
評
価

担当者意見のとおり

【必要性】

高い やや高い

対象外

【コスト】

【負担割合】 見直しの余地なし

削減の余地なし

事業が抱える問題・課題等

有
効
性

事業の進捗状況
昨年度の評価から、どのような取組
をしましたか（昨年度の【ACTION】
の改善・改革の進捗等）

・認定農業者については、作成指導会を行い農業経営に関する相談及び助言並びに経営改善計画書
の作成支援を実施し、新規や再認定の認定農業者確保に向けて取り組んだ。
・集落営農法人化等に向けた取組については、地元で研修会を開催したり、県外の集落営農法人へ視
察研修を実施し、法人化への意識付けを行った。Ｈ２８．１に荒瀬集落営農組合が法人化した。

妥
当
性 【市の関与】 高い

やや低い

やや高い やや低い

内容
今後の方向性のもとで、どのような
取組をするか（課題や問題点等に
対する取組など）

認定農業者候補（新規就農者である程度経験を積んだ方等）をリストアップし、認定農業者への誘導を
行う。

効果
事業の改善・改革によって期待され
る効果は何か

効
率
性

今後の方向性

見直しの余地あり 該当なし

長崎県元気ある担い手アクション支援事業実施要綱による。

削減の余地あり 該当なし

１
次
評
価

今後の方向性

終期設定

現状維持

終期設定

今後の方向性

高い やや高い

集落営農組織化数は、計画値を達成できなかったものの、新規認定農業者数は計画値を上回った。

【施策貢献度】

【事業成果】

やや低い

認定農業者や多様な担い手の育成、確保に関する取組は、後継者不足の解消にも有効である。

やや低い

該当なし

経営改善計画の作成指導会を行い、新規や再認定の認定農業者確保に向けて取り組んでいるが、計
画値を達成できなかった。

高い やや高い 低い

低い

認定農業者の認定や集落営農組合の組織化は市の責務であり、関与は必要である。

該当なし

低い 該当なし

後継者不足や高齢化が進行し、担い手の育成、確保に関する取組に必要な事業である。

低い 該当なし
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